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資料１ 

 

こども家庭庁行政事業レビュー 

推 進 チ ー ム 事 務 局 

 

 

令和８年度こども家庭庁行政事業レビュー 

公開プロセス対象事業の選定について 

 

 

令和８年度の行政事業レビュー公開プロセスの対象事業の選定にあたっては、行政事業レ

ビュー実施要領（令和８年３月 31 日改正）において、「チームが幅広い候補事業を外部有識

者会合に示し、外部有識者の理解を得て絞り込みを行うこととする。」とされています。 

今般、公開プロセス対象候補事業を外部有識者の皆様に提示し、公開プロセス対象事業を

選定することとします。 

 

【選定理由】 

 

・単発のイベント・広報啓発に係る委託費の見直し 

単発のイベント・広報啓発の委託費は、持続的かつ構造的な政策効果が確保される施策

への転換や民間の取組への後援等の別途の手段での対応等へと抜本的見直しを行い、政策

効果と効率性を強化する必要性が特に高いことから選定 

 

・地域少子化対策強化事業 

地域少子化対策重点推進交付金については、政策効果を高めるため、一時的な現金給付

は見直し、特に財政力の厳しい地域における今を生きるこどもへの支援と少子化対策を車

の両輪として、地域のこども政策推進を幅広く支援できる事業へと抜本的に見直す必要性

が特に高いことから選定 

 

・各種相談支援の「こども家庭センター」への一元化 

真に「こどもまんなか」な支援とする観点から、課題や悩みが複雑化する中で利用者が

相談支援をスムーズに受けられるよう、様々な相談事業が縦割り化し、それぞれの事業に

おいて相談員設置等を支援している現状を改め、体制・予算措置も含め、「こども家庭セン

ター」で一元的に対応できるように見直す必要性が特に高いことから選定 

 

・障害児入所給付費等負担金等 

事業所数や利用者数の増加が著しい実態を踏まえ、利用実態を把握・分析のうえ、令和

９年度障害福祉サービス等報酬改定に向けて、見直しの必要性が特に高いことから選定 



 

※選定基準（行政事業レビュー実施要領（令和８年３月 31日改正）） 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）①】 

ア アウトカムの設定など、ＥＢＰＭ的観点から点検する必要があるもの 

イ 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの 

ウ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大き

いと考えられるもの 

エ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マ 

スコミなど内外から問題点を指摘されたもの 

オ 現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可） 

カ その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断されるもの 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）②】 

公開プロセス対象事業の選定にあたり、論点が専門的・技術的に過ぎ国民の関心を惹起す

ることが期待し難い事業、事業内容の改善の余地が乏しいと考えられる事業など、公開の場

で議論するのにふさわしくない事業は対象としないものとする。 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）③】 

原則として、事業単位で１億円未満のものについては対象としないものとする。 

 

 以上 



資料２ 
 
 

令和８年度こども家庭庁行政事業レビューにおける当面のスケジュール 

 
 
５月 20 日（水）  外部有識者会合（持ち回り開催） 

 

５月中旬     政務へお諮り（公開プロセス対象事業の確定） 

 

６月 １日（月） 公開プロセス事前勉強会 

 

６月 22 日（月） 公開プロセス 

 

 

※詳細日程等については、随時お知らせします。 



こども家庭庁行政事業レビュー外部有識者 

（五十音順・敬称略） 

【こども家庭庁外部有識者】 

安藤
あんどう

美和子
み わ こ

辻・本郷税理士法人 公益法人部 税理士
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三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 コンセンサス・デザイン室長 

【内閣官房行政改革・効率化推進事務局外部有識者】 
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名古屋商科大学経済学部 教授 
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東京大学社会科学研究所 教授 



令和８年度こども家庭庁行政事業レビュー公開プロセス事業の選定結果（案） 

 
 
公開プロセス対象候補事業リスト及び選定結果表 

 

公開プロセス 

対象事業 

選定結果 

事業名 事業概要 

令和６年度 

執行額 

（単位：千円） 

選定理由

(※) 
想定される論点 

◎ 

単発のイベント・広報啓発に係

る委託費の見直し 

①こども・子育てにやさしい社

会づくりのための意識改革 

②こども若者の意見のこども施

策への意見反映 

③こどもの権利擁護体制整備促

進事業 

④こども基本法の普及啓発等 

⑤母子保健衛生対策推進事業委

託費 

①・「こどもまんなか応援サポーター」の自主的

な取組を推進するため、メディアや SNS、「こど

もまんなか月間」及び夏休み期間等の時機を捉

えたキャンペーンを通じて情報発信等を行う 

・結婚や子育て等を含むライフプランに関する

情報発信の企画・立案・実行等を行う  等 

②「こども若者★いけんぷらす」 により政策に関する

意見を聴取し、また、地方公共団体におけるこ

どもの意見の政策への反映に必要な環境を整備

するため、ファシリテーターを派遣する 等 

③地方公共団体におけるオンブズパーソンの設置

や機能拡充等に向けた取組を支援し、制度面、

財政面、実務面等の課題の把握や、それらを解

決するための知見等を収集する     等 

④「こどもまんなか社会実現プラットフォーム」の

活動を通し、こども家庭庁と民間団体、また民間

団体同士の対話・連携・協働を図り、若者団体を

はじめ、各団体が抱える諸課題の解決や活動支

援に資する情報発信等を行う 

⑤全国フォーラムの開催等により、不妊症・不育症

に関する知識の普及啓発を図る      等 

①517,381 の内数 

②202,687 の内数 

③実績なし 
（令和 7 年度補正予算

計上のため） 

④26,497 の内数 

⑤1,034,514 
の内数 

ア、ウ ・単発のイベント・広報啓発の委託費

は、持続的かつ構造的な政策効果が確

保される施策への転換や民間の取組

への後援等の別途の手段での対応等

へと抜本的見直しを行い、政策効果と

効率性を強化すべき。 

◎ 地域少子化対策強化事業 

・結婚、子育てに関する地方公共団体の取組を支援

するとともに、自治体間連携を伴う取組等を重

点的に支援する 

・結婚に伴う新生活を経済的に支援するため、地方

公共団体が行う結婚・妊娠・共育ての相談機会提

供・支援プログラムを支援する 

4,884,084 

ア、イ、ウ ・地域少子化対策重点推進交付金につ

いては、政策効果を高めるため、一時

的な現金給付は見直し、特に財政力の

厳しい地域における今を生きるこど

もへの支援と少子化対策を車の両輪

として、地域のこども政策推進を幅広

く支援できる事業へと抜本的に見直

すべき。 



◎ 

各種相談支援の「こども家庭セ

ンター」への一元化 

①母子保健医療対策総合支援事

業 

②地域子ども・子育て支援に必

要な経費 

③児童虐待防止対策等総合支援

事業 

④こどもの居場所づくりコーデ

ィネーター配置等支援事業 

①妊産婦及び乳幼児等に対して、各種相談や、健康

の保持・増進に関する事業を実施する 

②「市町村子ども・子育て支援事業計画」に従い、

地域子ども・子育て支援事業を実施する 

③地域における児童虐待防止対策や、障害児支援

等に関する事業を実施する 

④こどもの視点に立った多様な居場所づくりが行

われるよう、こどもの居場所づくりの支援体制

の構築等に必要な「こどもの居場所づくりコー

ディネーター」の配置等の支援を行う 

①11,944,074 

の内数 

②191,616,775 

の内数 

③27,037,809 

の内数 

④実績なし 
（令和 7 年度当初予算

計上のため） 

ア、イ ・真に「こどもまんなか」な支援とする

観点から、課題や悩みが複雑化する中

で利用者が相談支援をスムーズに受

けられるよう、様々な相談事業が縦割

り化し、それぞれの事業において相談

員設置等を支援している現状を改め、

体制・予算措置も含め、「こども家庭セ

ンター」で一元的に対応できるように

見直すべき。 

◎ 障害児入所給付費等負担金等 

障害児入所施設等における児童等の入所後又は委

託後の保護に必要な費用及び障害児が障害児入所

施設等において受けた指定入所支援及び指定通所

支援等に要する費用を負担する 

474,286,522 

ア、イ、ウ ・事業所数や利用者数の増加が著しい

実態を踏まえ、利用実態を把握・分析

のうえ、令和９年度障害福祉サービス

等報酬改定に向けて、見直しを検討す

べき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※選定基準（行政事業レビュー実施要領（令和８年３月 31日改正）） 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）①】 

ア アウトカムの設定など、ＥＢＰＭに係る観点から点検する必要があるもの 

イ 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの 

ウ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大きいと考えられるもの 

エ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から問題点を指摘されたもの 

オ 現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可） 

カ その他、公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断されるもの 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）②】 

公開プロセス対象事業の選定にあたり、論点が専門的・技術的に過ぎ国民の関心を惹起することが期待し難い事業、事業内容の改善の余地が乏しいと考えられる事業など、公開の

場で議論するのにふさわしくない事業は対象としないものとする。 

 

【行政事業レビュー実施要領 第２部３（１）③】 

原則として、事業単位で１億円未満のものについては対象としないものとする。 


	00 令和8年度外部有識者会合次第
	01 資料1 令和8年度公開プロセス対象事業の選定について 
	02 資料2 令和8年度当面のスケジュール
	03 参考1 こども家庭庁行政事業レビュー外部有識者一覧
	04 令和8年度公開プロセス対象事業の選定結果

